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研究要旨：  
 本研究の目的は、歯科分野における保健・医療・介護の需要とニーズの概念を、先行研究と

歯科疾患・口腔保健の特性に基づいて整理することである。歯科医師数をはじめとする歯科医

療サービスの必要性および必要量については、口腔疾患量や口腔保健状態に基づいて算出され

るものである。しかしながら、専門家が判断するニーズと患者・住民の自覚したニーズとの間

には乖離があり、しかも、患者・住民の自覚したニーズが全て歯科医療サービスの利用（歯科

受診）に結びつくわけではない。歯科需要（dental care demand）は、Bradshaw のニーズ分

類における expressed need に相当する。この expressed needs、normative needs ら felt needs
へ、そして felt needs ら expressed needs へと一定の条件の下で移行するものである。需要推

計を行うには、既存の公表データを用いたマクロ分析に留まらず、個票データのリンケージと

独自調査を併用した分析によるシミュレーションを通した各ニーズの移行係数を推計すること

が必要である。 
 
A. 研究目的 

 本研究の目的は、歯科分野における保

健・医療・介護の需要とニーズの概念を整理

することであり、それに基づき、｢歯科疾患の

需要予測および患者等の需要に基づく適正な

歯科医師数に関する研究｣の概念枠組みを提

案することである。 
 
B. 研究方法 
 先行研究と歯科疾患･口腔保健の特性に基

づいて、歯科保健医療介護における需要とニ

ーズの概念を整理した。 
C. 研究結果 

 １．ニーズと需要の概念 
ニーズ(needs)とは、｢その時の状態が、一

定の目標や基準からみて乖離している状態で

あり、しかもその状態の回復、改善等が必要

であると社会的に認められた場合｣と定義で

きる 1-5)。健康政策に基づくヘルスケアは、そ

の内容と人的資源は、ニーズ（needs）に基

づき、一定の財源のなかで優先順位を決めて

提供されてきた 6-21)。このヘルスケアのニー

ズは、健康そのものに対するニーズに左右さ

れる。そのため、どのような健康の定義とそ

の測定に基づくかということが重要であるが、

｢単に病気あるいは虚弱でないということで



はなく、身体的・精神的・社会的に完全に良

好 な 状 態 ｣ 、 あ る い は 、 ｢ 機 能 障 害

（impairment）、能力障害（disability）、社

会的不利（handicap）をはじめとする障害の

状態｣を客観的に評価できるかという課題が

常に内在しているので、ニーズ評価は、本来

容易ではなく、しかも、専門家による客観的

ニーズと本人による主観的ニーズは必ずしも

一致するわけではない 17-21)。また、人口構

造・疾病構造の変化をはじめとして、健康状

態や人々の健康に対する欲求によって、求め

られるヘルスケアサービスの内容は変わって

くる。そして、歯科の分野におけるヘルスケ

アには、歯科医療、歯科保健事業をはじめと

する歯科保健サービス、歯科がかかわる介護

サービスが考えられる。 
一方、需要（demand）は、本来、経済学

用語であり、あくまで｢その必要性を満たすた

めに金銭を支払う用意があり、購入しようと

思えば購入できる状態｣あるいは｢財に対する

購買力の裏づけのある欲望｣と定義できる 22)。

これらの定義に基づいた場合、歯科需要

（dental care demand）とは｢歯科に関わる

健康という財を獲得するためにサービス利用

できる状態｣であり、①歯科医療に対する需要、

②歯科保健に対する需要、③歯科に係る介護

に関する需要があると考えられる。 
このように、ニーズと需要は、本来、異な

る概念であるにも関わらず、ニーズ（needs）、
欲求（wants、desire）、需要（demand）な

どいくつかの用語が整理されないまま議論さ

れることがしばしばみられた。 
 
２．ニーズの分類と歯科需要 
 ニーズは、これまでにいくつかの定義が提

案されてきた。 
 Bradshaw は、1970 年代に社会的ニーズ

（social needs）について、誰が｢望ましくな

い状態｣と判断するかによる分類を提案して

いる１）。すなわち 
１）Normative need：支援を行う側である専

門家(expert)または専門職（professional）、
行政官あるいは社会科学者が一定に状況にお

いてニーズと定義したもの 
２）Felt need：支援を受ける側が捉えたニー

ズのうち、望ましい状態との乖離を本人が自

覚したニーズ 
３）Expressed need：支援を受ける側が捉え

たニーズのうち、Felt needs をサービス利用

といった行動として表明されたニーズである。

従来の需要（demand）と同義である。 
この Bradshaw の分類は、歯科に関するニ

ーズにも適用できるものであり、この分類に

基づいて、歯科に関するニーズと需要の概念

を整理した。 
すなわち、normative needs とは、歯科医

師等専門家による判断・診断に基づくニーズ

である。felt needs とは、本人の意思・自覚

症状・困りごとに基づくニーズである。これ

まで本人の欲求（wants、desire）と表現さ

れてきたものと一致する。expressed needs
とは、歯科に関するサービス利用行動であり、

その多くは歯科受診・受療行動である。この

expressed needs は、本人の felt needs が行

動として表明されたものである。これまで、

normative needsと felt needsを｢潜在的な需

要｣、expressed needs を｢顕在化した需要｣と

表現される場合があったが、歯科に関する

expressed needs を歯科需要（dental care 
demand）と考えた方が、ニーズと需要との

関係はより明確になる。 
この対応関係を図１に示した。normative 

needs と felt needs は必ずしも一致するもの

ではないが、歯科受診・受療行動は、本人の



自覚的な行動であるので、felt needs の一部 が発現するものと考えられる。

Health and well being
(健康な状態）

Normative needs
(歯科医師等専門家による疾病・機能障害

に関わる判断・診断）

Felt needs
（本人の意思・自覚症状・困りごと）

Expressed needsExpressed needs
(歯科受療行動・受診行動

等サービス利用）

歯科需要（dental care demand)

図１．歯科需要とニーズとの関係

 
これらのニーズを階層的に示したのが図２

である。健康な状態（A）から、病気や機能

低下に陥り、疾病や機能障害という歯科医師

による診断・判断によってニーズがあるとさ

れた状態（B）になり、そのうちの一部は本

人の自覚症状や生活上の困りごととして現れ

る（C）。しかしこの自覚症状が、そのまま行

動（D）として現れるわけではない。ニーズ

は、健康状態、本人の健康に対する価値

(value)、提供されるサービス（triggers）、健

康教育・健診をはじめとする健康政策、ある

いは社会経済的要因によって段階的に移行す

るものである。そのため歯科需要は、これら

の要因や介入によって変化していくものであ

る。 
この各ニーズの変化に関わる係数（a、b、c）
は、図に例示した既存の統計データ等によっ

て推計できるものと考えられ、この係数の設

定が需要予測には重要である。係数 a は、歯

科医師の診断と本人の受診行動との関係を示

し(D＝a×B)、b、c はそれぞれ、診断と自覚

症状（C=b×B）、自覚症状と受診行動（D=c
×C）との関係を左右する係数である。この

係数 c においては、予防のための歯科受診の

ケースや、その病態や医療者とのコミュニケ

ーションを通して、受診の直接の動機となっ

た主訴に留まらない治療内容となるケースが

あることを考慮する必要がある。

 



Felt needs （本人の自覚症状・困りごと）
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(歯科受療行動・受診行動等
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医療経済実態調査
国民健康・栄養調査
国民医療費統計

保健福祉動向調査
患者調査
社会医療診療行為別調査
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国民生活基礎調査
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保健福祉動向調査
国民生活基礎調査

歯科疾患実態調査
医師・歯科医師・薬剤師調査
Xrayを用いた口腔内調査

歯科疾患実態調査
医師・歯科医師・薬剤師調査
Xrayを用いた口腔内調査
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図２．歯科ニーズの階層構造と利用できる公表データ
 

D. 考察 
 わが国のこれまでの歯科医師需給予測に

は、大川ら（1994 年）、森本ら（1997 年）、

宮武ら（2006 年）の行った推計がある 23-25)。

いずれも歯科診療所に勤務する歯科医師の需

要を、｢患者調査｣等に基づき、分析時点の性・

年齢階級別の推計患者数および受診率を一定

とし、いくつかの人口構造の変化等の要因を

加味した推計患者数を需要の表す指標として

として算出されている。本来、歯科医師数を

はじめとする歯科医療サービスの必要性およ

び必要量（適正数）については、口腔疾患量

や口腔保健状態に基づいて算出されるもので

ある。しかも歯科受診・受療行動の結果とし

ての患者数という指標だけでは、歯科に関わ

る疾病構造の変化や住民・患者側の歯科医療

に対する欲求によって左右される歯科医療の

内容を反映しないという課題があった。また、

在宅医療をはじめとする歯科医療提供体制の

変化がもたらす患者数の変化についても十分

な分析が困難であった。 
一方、歯科医師の需要と供給のバランスを

考える場合に、供給される歯科医師数と患者

数という｢数の関係｣だけではなく、治療に関

わるタイムスタディー26,27）をはじめとして、

サービスの提供される時間に換算した｢量の

関係｣からも分析される必要があるが、従来の

推計方法では、治療内容に関わる分析が不十

分であり、限界があった。 
歯科受診・受療行動（expressed needs, 

dental care demand）に関係する要因には、

健康に対する本人の主観的評価、専門家によ

る客観的評価、歯科医療サービスへのアクセ

スを左右するサービス量と質という４つの要

素が大きい 28,29)。そしてこの行動は、本人の

自覚に基づくものであり、felt needs から



expressed needs へと移行する際、これらの

要因のなかで、疾病や障害に対する本人の認

識に影響を及ぼす健康教育、歯科健診をはじ

めとする行動の契機（trigger）、う蝕、歯周

病、歯の喪失に関わる認識、歯科医療の効果

に対する認識を左右する受療経験、歯科医療

機関へのアクセシビリティ、家計調査等から

把握される経済的要因などの分析は特に重要

である。これらの felt needs は、国民健康・

栄養調査、国民生活基礎調査、保健福祉動向

調査など住民を対象とした質問紙調査によっ

てある程度は把握できるが、追加の独自調査

もさらに必要であろう。また、normative 
needs のなかで、う蝕、歯周病、歯の喪失状

況については、歯科疾患実態調査をはじめと

した疫学データから分析することが可能であ

る。しかしながら、これらは視診による場合

が多く、歯科受診後の診断や医療面接によっ

て、処置内容がさらに公表データから推計さ

れた治療ニーズを上回る疾病量となることが

あるので、X 線写真を用いた疫学データに基

づく疾病量についても検討する必要がある。 
歯科需要である expressed needs について

は、｢患者調査｣に基づく受療率および推計患

者数、国民医療費統計、社会医療診療行為別

調査などの統計データから把握することがで

きるが、性・年齢階級別に留まらず、地域別、

保険者別など集団の特性に基づいた分析が必

要であろう。 
これらの、統計データを用いて、本稿で提

案した歯科に関わる normative needs、felt 
needs、expressed needs の評価に基づき、歯

科需要（dental care demand）を推計するに

は、マクロ分析に留まらず、各統計データの

個票のリンケージ等を用いた分析を通したニ

ーズ変化と expressed needs の発現に関わる

シミュレーションが求められる。 

 
E. 結論 
歯科需要（dental care demand）は、

Bradshaw のニーズ分類における expressed 
need に相当する。この expressed need は、

normative need から felt need へ、そして felt 
need から expressed need へ一定の条件の下

で移行するものである。需要推計を行うには、

既存の公表データを用いたマクロ分析に留ま

らず、個票データのリンケージと独自調査を

併用した分析によるシミュレーションを通し

た各ニーズの移行係数を推計することが必要

である。 
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